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廃棄物流通に関する一考察
－循環型チャネル・ネットワークの定義－

武　市　三 智 子

　従来のフォワード・チャネルにおいては、自由競争段階や市場取引システムよりも、独占段階や
垂直的マーケティング・システムの方が効率がよいが、そんなフォワード・チャネルにおいて、情
報技術の発達により、取引費用の削減が行われ、市場取引システムへの揺り戻しが見られる。
廃棄物においては、市場でも階層組織でもない、緩やかにつながったネットワーク概念を当ては

めた方がよいと考えられる。循環型チャネル・ネットワークには、従来の流通チャネルにはない、
消費者の無償労働が必要となるからである。
この無償労働を、消費者が主観的に負担を重く感じないようにするためには、環境教育等をおこ

なったり、啓発キャンペーンをおこなって、環境意識からくる環境配慮行動を期待するだけではな
く、自主的に循環型チャネル・ネットワークに加わってもらえるような仕組みづくりが必要である。
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1.　はじめに

　大量生産、大量消費に伴う大量廃棄がもたらす
地球環境への負荷を軽減、改善するために、持続
可能な社会という理念が掲げられている。持続可
能な社会とは環境と経済が両立する循環型社会で
あり、経済発展をしながら、同時に天然資源の消
費が抑制され、環境への負荷ができる限り低減さ
れる社会を構築していこうというのである。
循環型社会というとリサイクルのような資源循

環を思い浮かべる向きがあるが、リサイクルには、
経済的に回収できるか否かにかかわらず必ずコス
トがかかり、リサイクル過程で CO2 の排出など
といった環境負荷が生じる。したがって、循環型
社会形成推進基本法では、リサイクルよりもリ
デュース、リユースを優先しているが、リサイク
ルほど進んでなのが現状である。
本稿では、まず経済社会の中で３R（リデュー
ス、リユース、リサイクル）を推進していくため
の廃棄物流通に焦点を当て、廃棄物流通システム
をマーケティング論の中でどう捉えたらよいかを
考察する。
廃棄物は、一般廃棄物と産業廃棄物に区分され
る。一般廃棄物の処理責任は行政にあり、産業廃
棄物の処理責任は事業者にある。これは、廃棄コ
ストを、一般廃棄物は行政に負わせ、産業廃棄物
は排出者責任の考え方のもと、企業に負担させよ
うというものである。
平成 24 年度における一般廃棄物の総排出量は
4,522 万トン、平成 23 年度における産業廃棄物の
総排出量は３億 8,121 万トンと、産業廃棄物の方
が多いが、産業廃棄物の処理状況を見ると、平成
23 年度は３億 8,121 万トンのうち、再生利用量が
約２億トン（全体の 52％）、中間処理による減量
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循環型チャネル・ネットワークにとっても同じこ
とであり、情報システムによって、循環型チャネ
ル・ネットワークがさらに発展していくことを述
べる。
さらに、廃棄物が価値物として流通するために
は消費者の無償労働が必要であり、そのためには
消費者の意識改革が必要であることを述べる。

2.　廃棄物流通システム

2-1　循環型チャネル
ここでまず、循環型社会における流通過程をど
う捉えるかということを歴史のあるチャネル論か
らみていきたい。
従来のマーケティングでは、生産者から消費者
まで、一方向にしか流れない、商品流通チャネル
を取り扱ってきた。この商品流通チャネルと、廃
棄物の流れを、同じ概念として最初に捉えようと
したのが、ジクムント＆スタントンである。彼ら
は通常の商品流通と同様に、廃棄物も消費者から
生産者に向かう流通であると捉え、廃棄物流通を、
従来の流通チャネルであるフォワード・チャネル
に対して、バックワード・チャネルと呼んだ。た
だ従来の流通チャネルと違い、廃棄物の生産者で
ある消費者は、フォワード・チャネルの川上にあ
るメーカーなどのように、自分を生産者だと見て
いないと指摘した２。
バックワード・チャネルという概念は、それま
で市場外のこととして省みられなかった廃棄物処
理を、マーケティングの一環として捉えようとし
たところに意義があるが、従来の廃棄物処理の流
れである、消費者から行政や民間廃棄物処理業者
等の手に渡り、リサイクル加工を経てメーカーに
戻るリサイクル過程を考慮していない。したがっ
て、本稿では、廃棄物流通全体を包括する名称と
して、循環型チャネルという名称を用いる。
経済取引を制御するコントロール・メカニズム
を、ブラダックとエクルズのいう、価格（Price）、
権限（Authority）、信頼（Trust）の３つ３とし、
そのそれぞれを循環型チャネルに沿ってみてみよ
う。
もちろん、ブラダックとエクルズは、価格、権

化量が約１億 6,877 万トン（44％）、最終処分量
は約 1,244 万トン（３％）となっており、再生利
用がかなり進んでいることがわかる。
しかし、一般廃棄物の総処理量に対するリサイ

クル率は 20.4％と、平成２年度の 5.3％に比べれ
ばかなりの増加が見られるものの、産業廃棄物に
比べれば、まだまだと言わざるを得ない１。
産業廃棄物に比べて一般廃棄物のリサイクル率

が向上しない理由は多々あるが、本稿ではチャネ
ルの特徴に焦点を当てたい。
先述の通り、産業廃棄物は排出者責任の考え方

のもと、廃棄物を排出する事業者が適切なリサイ
クルや最終処分を、責任を持って行うことになっ
ている。したがって、廃棄物流通チャネルの構築
と維持の責任は事業者が負っており、そこでは、
経済活動を行っている事業者が、コスト削減の観
点から、より合理的な処理方法や排出抑制を常に
模索している。
一方、一般廃棄物チャネルの構築と維持の責任

は行政にあり、流通チャネルとしては強固なもの
であるが、廃棄物の生産者である消費者には、回
収コスト負担や分別上の手間といった負担はある
ものの、チャネルの構築や維持に責任はない。多
くの消費者は、自身が出した廃棄物がどのように
流通し処理されているかに、ほとんど関心をもっ
ていない。
そこで、本論文では商業経済論パラダイムや取

引費用パラダイムを見ることによって、廃棄物
チャネルにとっても、独占段階や垂直的マーケ
ティング・システムが良いのかを検討し、廃棄物
流通にとっては、ネットワークの概念を当てはめ
るのが良いことを確認する。
もちろん、産業廃棄物は種類も少なく、まとまっ

た量が排出されるので、リサイクルしやすいが、
一般廃棄物は多種多様な廃棄物がバラバラに排出
されるので、リサイクルに向かないといったこと
は承知しているが、ここではチャネルの特徴の違
いに焦点をあてるのである。
また、情報技術の活用によって、一旦、市場取

引システムから垂直的マーケティング・システム
に振れた経済的取引システムが、再び市場取引シ
ステムの方へと揺り戻されることと、そのことは、
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のは価格や権限であり、循環型チャネルにおいて、
その維持に強い影響を与えるのは行政による権限
と消費者の信頼であることを強調しておく。
ただし、繰り返しになるが、ブラダックとエク
ルズがいうように、循環型チャネルの構築と維持
にも価格は不可欠であり、権限と信頼に加えて価
格メカニズムが強く働けば働くほど、循環型チャ
ネルは強度を増すのである。

2-2　商業経済論パラダイム
もう少し循環型チャネルとフォワード・チャネ
ルを比べる形で、市場取引の特徴をみていきたい。
フォワード・チャネルにおける生産者は、商品
の生産と同時に、それを流通させ、消費者に販売
し、利益を得る。そのために生産活動だけでなく、
流通過程にも目を向ける。
周知のことであるが、商業経済論パラダイムに
おいては、市場を自由競争段階と独占段階の２段
階でとらえ、自由競争段階においては流通費用削
減に流通業者の存立根拠を見いだす。
自由競争段階において、流通業者が介在するこ
とにより節約することができる社会的費用の１つ
は受給費用である。多数の販売と購買を社会的な
規模で集中し、仲介する商業資本の存在によって
「販売の偶然性」がある程度打開されるのである。
生産者が消費者のニーズを探りつつ生産を行った
としても、生産されたものが必ず交換できるとい
う保障はない。流通業者はこの販売の偶然性に対
応するために出現する４。
他には、資本活用の利益や、商業資本の流通時
間の短縮機能とそれを基礎とする流通費用の節約
機能などといった社会的費用の節約などがあり、
商業資本の存在は、社会の剰余価値から補填され
なければならない流通費用を節約することによっ
て直接に社会総資本の利潤率を上昇させる。また、
他方では社会総資本のうち剰余価値生産のために
充当されるべき生産資本部分を増大させ、剰余価
値生産の規模を拡大させることによって間接に、
社会総資本の利潤率を上昇させるのである５。
しかし、独占段階に入ると、商業利潤の奪回や
独占利潤の確保という観点から、商業排除傾向が
現れ６、商業資本の自立化によって節約されてい

限、信頼というコントロール・メカニズムを相互
排他的なものではないことを明らかにしている。
したがって、ここで１つ１つのメカニズムを分け
てみていくのは彼らの主張から外れることになる
が、消費者が廃棄物の排出者として、フォワード・
チャネルにおける生産者と対比されるだけではな
く、循環型チャネルの維持、管理に責任を持つも
のとして生産者と対比しようとする試みのなかで
の、便宜的な手段である。
循環型チャネルのコントロール・メカニズムを

価格に限定してみる。消費者にとっては、廃棄物
の流通で利益が増減するといった問題もないの
で、消費者自身に流通チャネルに対して責任を負
う必要があるとは考えないだろう。
しかし、たとえばリターナブルビンであるビー

ルビンのように、返却時に金銭をもらえるとした
らどうだろうか。
その場合、返却時の金銭的取引は、消費者がビー

ルビンを酒屋まで持っていくインセンティブには
なるかもしれないが、やはり、循環型チャネルを
維持する責任までは感じない。
では、循環型チャネルのコントロール・メカニ

ズムを権限とした場合はどうだろうか。これは、
従来の行政が行う廃棄物回収が代表的であるが、
この場合も行政が循環型チャネルを維持する責任
を負い、消費者は住民としてルールを守って廃棄
物を出す。つまり、循環型チャネルを維持する責
任感は、ここでも消費者には生まれない。
最後に、循環型チャネルのコントロール・メカ

ニズムを信頼と考えると、循環型社会を作らなけ
ればならないといった思想や、もったいないと
いった感情も信頼と考えるならば、消費者は循環
型チャネルに対して、その維持に関心を持ち、自
分が出した廃棄物が適切に処理されているかどう
かまで監視することになるであろう。
したがって、消費者がフォワード・チャネルに

おける生産者のように、循環型チャネルを構築し、
維持する責任を感じるためには、循環型チャネル
において、信頼が非常に重要なコントロール・メ
カニズムになるのである。
フォワード・チャネルの維持において強固なコ

ントロール・メカニズムとして相対的に強く働く
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対的に取引費用は節約されるのである。
次に、日和見主義と少数性および情報の偏在に
ついてみる。市場取引システムにおいては、たと
え長年に渡って取引をしていた相手であったとし
ても、一日にして取引をやめてしまうかもしれな
い。このように、情報の所有主体が、自己の利害
に照らしてその情報集積を外部に提供するか否か
を決めようとする性向を、ウイリアムソンは「日
和見主義（opportunism）」と呼んだ。メーカーは、
そうした日和見的な独立的流通主体と取引してい
るときは、その情報集積の一部の提供を受けるた
めに、接待費までも含む特別の情報捜索コストの
支出を行わなければならないかもしれない。もっ
とも、取引相手が多数存在し、しかも各取引相手
が均等に情報を所有しているのであれば、特定の
取引相手から情報提供の拒絶を受けても、他の代
替的な取引相手から情報提供を受けることが可能
であろう。しかし、現実には、卸売業者は無数に
あるにはあるが、地域的な理由等から、取引可能
な相手はウイリアムソンのいう「少数性（small 
numbers）という特性を有し、しかもそうした少
数の取引相手に、「情報が偏在」している。抽象
的に作られた完全競争のように、情報が均等に散
在し、しかもどの情報も手に入れることができる
なら取引費用も減少するであろうが、実際の市場
は完全競争市場ではない。
したがって、情報を収集するために、メーカー
は、取引費用の追加支出を余儀なくされてしまう。
こうした費用は、垂直的マーケティング・シス
テムにおいて減少させることができる。
そして、その他の具体的な取引費用の項目、プ
ロモーション・ミックス費用や監視費用、機会損
失費用において、市場取引システムと垂直的マー
ケティング・システムの相対的有利性をみると、
監視費用は市場取引システムの方がかからない
が、プロモーション・ミックス費用と機会損失費
用においては、垂直的マーケティング・システム
の方が相対的有利性があると考えられる。

た流通費用、短縮された流通時間が復活し、流通
費用を少なくとも自立化で節約されていた分だけ
増大させる。
独占的大企業は、販売費用こそ小零細商人自身

に負担させるが、商品流通の経路が重複し、流通
過程に延長された生産過程である輸送や保管は流
通経路の重複によって不生産的に錯綜するので、
流通費用の増加を免れることはできない。つまり、
商業資本の排除によって、独占資本主義の腐朽性
の一表現ともいえる流通時間および純粋流通費用
の社会的増大化が必然化するのである７。

2-3　取引費用パラダイム
ウイリアムソンは、チャネル設計や構築の基準

は取引費用であり、チャネル評価の基準もまた、
取引費用の節約であるという。そして流通システ
ムを「市場取引システム」と「垂直的マーケティ
ング・システム」の２つのシステムに区別して論
じる。先に述べた商業経済論パラダイムと、概念
の多少のずれは覚悟して大胆に比較するならば、
市場取引システムは自由競争段階に、垂直的マー
ケティング・システムは独占段階に相当するとい
うことができる８。
ウイリアムソンは、取引費用を構成する要因を、

不確実性と限界合理性、日和見主義と少数性およ
び情報の偏在、その他、の３つの具体的取引費用 
に分けてみている。
市場取引システムのもとにおいては、メーカー

は取引相手となる流通業者の販売行動や意思を把
握することはできず、しかも人間は合理的に行動
することができるわけではない。そのような状況
においてできるだけ効率の良い取引をするために
は情報収集が必要であるが、市場取引システムに
おいては卸・小売から情報を集めることは難しい。
それに対して、垂直的マーケティング・システ

ムであれば、メーカーは様々な情報をシステム内
の卸売業、小売業から入手することができ、しか
もそのメーカー製品の販売促進に関して、ほぼ恒
常的な熱意を獲得することができる。つまり、不
確実性と限界合理性の相互作用の弊害を大幅に低
減させることができるため、市場取引システムよ
りも垂直的マーケティング・システムの方が、相
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が国に見られる流通系列化や下請制度などをその
例にあげており、まさに市場でも階層組織でもな
い中間の調整機構を明確に概念づけたものであっ
た。
阿部真也は「ネットワーク型調整というのがこ
れまでまったく存在していなかったなにか珍奇な
事柄を主張しようというのではなく、すでに現実
に存在し急速に広がっている新しい動きをひとつ
のコンセプトでとりまとめ、その意味づけを行お
うとするもの 11」だとし、「市場と階層組織のそ
れぞれのデメリットを除去しそのメリットを生か
した機構である 12」としている。
いままで循環型チャネルといってきたものを、
ここから循環型チャネル・ネットワークという言
葉にかえていきたい。なぜなら、廃棄物流通を担
うときには、ネットワーク・システムが重要だか
らである。
そして、ネットワーク・システムにおいては、
経済取引を制御するコントロール・メカニズムの
うち、信頼がもっとも重要と考えられる。
しかし、ネットワークという概念は「多義性を
もつ概念であるから、なにを問題にしているかを
明確にした上で議論を展開することが、その議論
を実りあるものにするためにも必要 13」である。
ここでは、循環型チャネル・ネットワークの取
り扱う商品、つまり廃棄物の特徴が、ネットワー
ク概念にふさわしいものであるということを強調
しておきたい。

3-2　情報費用
ここで、経済的取引システムにおいて、新たな
傾向が現れていることを指摘しておきたい。篠﨑
は、「取引費用を情報費用とみなすならば、効果
的な IT 導入で市場の取引費用は大幅に低下し、
マーケット・メカニズムが機能しやすくなる。こ
こで重要なのは、取引費用の低下は会社の経理や
会計などで用いられる『経費削減』という縮小均
衡の概念とは全く異なり、市場での取引が活発化
することでフロンティアが拡大するプラス・サム
の効果をもたらす点にある 14」と指摘している。
つまり、
しかし、情報化の影響は、市場の取引費用低下

3. 情報通信技術による廃棄物生産と
　廃棄物消費の新結合

3-1　ネットワーク
さて、商業経済論パラダイムと取引費用パラダ

イムを挙げたのは、ともに垂直的マーケティング・
システムの優位性を説いているからである。
商業経済論パラダイムでは、自由競争段階から

独占段階に移行することが示され、取引費用パラ
ダイムでは市場取引システムよりも垂直的マーケ
ティング・システムの方が有利であることが明ら
かにされた。
この論理で行けば、廃棄物チャネルも、独占段

階や垂直的マーケティング・システムの方が有利
ということになる。実際、産業廃棄物の方が一般
廃棄物よりもリサイクルが進んでいる要因の一つ
は、産業廃棄物の流通が、自由競争段階よりもよ
り統制されたシステムであり、垂直的に管理され
たものだからだといえる。
しかし、フォワード・チャネルと循環型チャネ

ルの大きな違いは、取り扱う商品が価値のあるも
のか、価値がないものであるかということである。
価値がないというよりも、もっといえば処理費用
というマイナスの価値を持つ廃棄物の流通は、廃
棄物処理という社会的費用についても考慮する必
要がある。
商業経済論パラダイムでも、自由競争段階より

も独占段階の方が独占資本にとっては利潤が増大
するが、同時に社会的費用が増大すると、独占段
階の不利益に言及している。フォワード・チャネ
ルにおいても増大してしまう社会的費用は、循環
型チャネルにおいてはさらに増大するであろう。
また、ウイリアムソンも市場取引の長所や、内

部化に伴う犠牲に言及している。
マクロ的視点に立ち、取引費用を判断基準とし

て、マーケティング・システムを把握しようとす
る試みの中で、ウイリアムソンはその後の論文に
おいて、調整機構としての市場と階層組織の中間
に、第３の調整機構を位置づけた９。
その中間の調整機構に「ネットワーク」という、

より一般化された概念を当てはめたのはパウエル
である 10。このネットワークという調整機構は、
フランチャイズ・システムや共同の製品開発、わ
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にとどまらないという。企業内部における管理機
構の維持など「組織化の費用」を引き下げる有効
な手段としても情報化が威力を発揮し、情報化は
市場の取引費用と組織化の費用のいずれをも引き
下げる効果があるのである。
篠﨑は、「ここで重要なのは、費用低下そのも

のではなく、企業の内部と外部で資源配分に必要
となる費用の『相対関係に変化』がうまれ、これ
まで最適であった市場と企業の境界に『揺らぎ』
が生じることである。これは、外部費用と内部費
用のどちらがより大きく低下するかによって、企
業の適正な規模と形態が大きく変わってしまうこ
とを意味する」15 という。
したがって、市場か組織かの選択は固定的では

ないと考えるウイリアムソンは、時間と共に変化
する条件の１つに情報処理技術をあげて「情報処
理技術の変化」が生じれば「最初に選ばれたのと
はちがったふうに諸活動を市場と階層組織に割り
当てることが適切」になるため「効率性を周期的
に再評価する必要がある」16 と述べており、垂直
的マーケティング・システムが永遠に続く効率的
なシステムではないことにも着目しているのであ
る。

3-3　循環型チャネル・ネットワークに対する
　　  情報通信技術の影響
完全競争のように、消費者が完全な情報を持っ

ている場合であればともかく、現代社会において
は、消費者は不完全な情報しか持ち合わせていな
い。
フォワード・チャネルを流れるグッズの流通で

すらそうなのであるが、循環型チャネル・ネット
ワークを流通するバッズに関してはさらに情報が
少ない。
たとえば、古着を売買することに抵抗のない消

費者であっても、買い取ってくれる古着屋がどこ
にあるのか、どのくらいの値段で売れるのか、まっ
たく情報が無くては行動に移すことはできない。
また、古着を廃棄物として行政回収に出したと

して、ほとんどの消費者がどのように処理されて
いるかをしらない。しかし、もしも「もったいな
い」と思うような処理の仕方をされているのだと

知れば、何らかの行動を起こす余地が出てくるか
もしれない。
そして現在では、前節で述べたように、このよ
うな細かな情報を消費者に伝達する情報通信技術
が発達してきており、売手と買手の直接取引にか
かる取引費用は減少傾向にある。
阿部は、インターネットに支えられた分権的で
オープンなネットワークの事例に共通して気づく
のは、直販取引といい、電子市場といい、市場で
の売手と買手とが直接に取引するいわば市場取引
の原型に回帰している印象が強いと述べている
17。
しかし、「原型」的な市場取引とは根本的に異
なる要因は「多数の広域的な、いわばグローバル
な規模の売手と買手が、IT技術の急速な発展に
よる分散化した情報の共有化を通じて、従来の複
雑な流通業者の介入を最小限におさえたかたち
で、市場取引が可能になったということである。
卸売商人の投機的な介入による需給不均衡の累積
というデメリットをおさえて、需給調整を進めて
いくのがこの種のネットワーク・システムの革新
的なメリットであるといってよい」18。
消費者は、廃棄物を誰とでも交換できるわけで
はない。本来、行政が担ってきた廃棄物収集を、
民間企業が担うとき、消費者は、行政と民間企業
のどちらに廃棄物を流通させるかという選択肢を
得ることになる。そしてそのときに、行政も廃棄
物業者も環境にやさしいなどといった情報が正し
く伝わっていれば、消費者はより利益の得られる
方、より費用のかからない方を選ぶであろう。
これまで何度も述べてきたように、循環型チャ
ネル・ネットワークが構築されるためには、消費
者の無償労働が不可欠である。
しかし、循環型社会の重要性を理解し、３Rに
は一人ひとりの労働力が必要になると知っていな
ければ消費者は自分の労賃が、搾取されていると
不満に思うかもしれない。
篠木は、消費者に環境配慮行動をとらせる要因
として、適切な情報の提供、報酬や罰、環境教育、
行動の実施、が有用であることを明らかにしてい
る 19 が、次節では消費者に環境意識を芽生えさせ
ることと同様に、環境意識が無くても自発的に環
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境配慮行動に参加するようになる仕組みを構築す
る必要性を考える。

4.　廃棄物が価値物になる条件

4-1　消費者の無償労働
フォワード・チャネルにおいて、消費者の需要

を探り、十分な計画を立てて製造されてきたモノ
ですら、商品になるためにはマルクスのいう「命
がけの飛躍」が必要である。しかし廃棄物の多く
は、消費者（この場合は再生事業者等）の需要を
探って出てきたものではなく、十分な製造計画が
立てられているわけでもない。また、無料で廃棄
できるのならよいが、「無料廃棄の仮定がほとん
どの場合成り立たないため、需給のバランスの結
果、グッズやフリーグッズに加えて、バッズが生
じてくる 20」のである。
循環型チャネル・ネットワークにおいては、廃

棄物がグッズである場合の方がまれであり、ほと
んどの場合はバッズである。したがって、バッズ
がグッズに変わるためには、たとえば分別回収や
運搬などといった、なんらかの労働が必要となる。
どのくらいの消費者の無償労働を必要とするか

は廃棄物によってさまざまであるが、たとえば、
吉田友美は、紙パックのリサイクルに紙パック
ボックスへの回収を、トラベルコストで推計した
21。
吉田は、紙パックリサイクルを分析対象として、

「環境配慮行動を楽しむ」という側面と「社会的
責任を果たす」という側面の両方に焦点を当てな
がら、リサイクル行動についての規定要因を実証
的に明らかにしている。そして、政策的に人々の
行動をより環境配慮型のものへと導くことが可能
かどうかについて検討している。リサイクル行動
を一種のレクリエーション行動として捉え、トラ
ベルコスト法（Travel Cost Method）の考え方
を援用し、紙パックリサイクル費用（紙パック回
収ボックスへの移動費用）とリサイクル率（紙パッ
ク回収ボックスへの年間訪問率）との関係から、
紙パックリサイクル行動の需要関数を推定し、消
費者余剰を計算している。そして、消費者余剰の
計算結果と、紙パックリサイクルにかかる費用と

を比較することにより、リサイクルの政策的意義
を考察しているのである。牛乳パックの回収ボッ
クスまでの移動距離が遠いほど、移動費用（円）
が高いとし、「社会的責任感や社会規範への適応
度が高いほど、また、紙パック回収ボックスへの
移動費用が低いほど、人々は紙パックリサイクル
行動を行いやすいということが明らかになった。
これにより、環境配慮に要する費用削減策の促進
によって、人々の行動をより環境配慮型へと導く
ことができる可能性を示すことができた」という。
また、トラベルコスト法の考え方を用いて、紙パッ
クリサイクル行動需要関数を求め、そこから消費
者余剰を推定し、得られた便益とその費用とを比
較することにより、現行のリサイクル政策の意義
について検討した結果、紙パック１kg をリサイ
クルする際の消費者余剰は 234.79 円ということ
を明らかにしている。
これは一例であるが、紙パックリサイクルと同
様に、他の廃棄物でもなんらかの無償労働が必要
とされる。
このように、市場と階層組織の間で揺れながら、
消費者の無償労働を必要条件として含んでしまう
のが、循環型チャネル・ネットワークの限界であ
る。
いいかえれば、消費者が労働を無償提供してく
れさえすれば、グッズになるゾーンの廃棄物がた
くさんあるということでもある。
その消費者を無償労働に導くきっかけをあたえ
るのはどんな情報であろうか。

4-2　消費者意識
環境配慮行動の規定要因についての先行研究は
多く、規定要因として考えられているのは、年齢、
世帯収入、社会階層、教育水準、居住地域などさ
まざまである。しかし、これらの要因は一貫した
研究結果が得られていない。したがって、パーソ
ナリティに関する様々な変数が付け加えられるこ
とになり、エコロジー関与、社会的規範、有効性
評価、実行しやすさ、コスト評価、ベネフィット
評価、知識、環境問題の認知などが考えられる。
こうした環境に配慮したいと思っているのに自
身の行動が伴っていない消費者には、情報提供や
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報酬、罰、環境教育などを具体的に行っていく必
要がある 22。
しかし、結果として表れる環境配慮行動を、す

べて環境意識からでるものと評価してはいけな
い。
たとえば、古着屋で洋服を買うか買わないかと

その理由を尋ねたアンケートデータを使用 23 し、
樋口耕一作成のKH Coder24 を使用してテキスト
マイニングを行ってみた。
その結果、「買う」と答えた人は、それが「掘

り出し物」であることや「気に入る」こと、「値
段が安い」ことなど、さまざまな理由をあげてい
るが、エコロジー関与や社会的規範などといった
理由は挙げていない。つまり、古着を購入するこ
とはエコロジー行動なのではあるが、今現在古着
を買っている人には、「リユースを促進すること
は環境に良い」などという感覚は無いのである。
一方、現在古着を「買わない」と答えた人の理

由をみると、単に「嫌」だといった意見もあるが、
「サイズがない」や「好みの問題」といった意見
が見られる。
同様に、家電製品のリユースについてもテキス

トマイニングを行ってみた 25。こちらは「買う」
と答えた人のなかに「リサイクルだから」といっ
た意見が若干見られたが、しかし、全体的にエコ
ロジー意識で購入する人はおらず、「価格が安い」
といった意見が大半であった。そして、「買わない」
と答えた人は、その理由に性能や故障に対する不
安を挙げていた。
また、『平成 21 年度 使用済製品等のリユース

促進事業研究会報告書』によると、中古品に関す
る認識は「新品より安い価格で購入できる」
80.5％、「中古品は故障等があったときの保証・
サポート体制に不安がある」51.6％、「生産終了
品など、中古品でないと入手できないものが購入
できる」47.4％、「中古品はすぐに故障しそう」
38.4％、「中古品は他の人が使用したものだから
あまり使いたくない」31.7％、などが挙がってい
る。
このことから、古着や家電をリユースする人は、

エコロジーに関心がある人とはいえないが、しか
しまだ古着や家電をリユースしていない人に対し

ては、エコロジー情報を与えることで、行動を促
すことができるかもしれない。また、たとえば古
着などは、現在リユースしていない人の意識を、
リユースしている人の「古着は掘り出し物がある」
や、「古着はファッションだ」といったものに変
えていくことで、リユースが進むこともありえ、
その方が、エコロジーを強調するよりも、効果が
ある可能性もある。

5.　今後の課題

フォワード・チャネルにおいては、独占段階や
垂直的マーケティング・システムの方が効率がよ
い。しかし、そんなフォワード・チャネルにおい
て、情報技術の発達により、市場取引システムへ
の揺り戻しが見られる。
そもそも、廃棄物においては消費者の無償労働
を必要とすることが多いことから、拘束性の強い
チャネルではなく、緩やかにつながったネット
ワークがよいと考えられるが、廃棄物は種類が多
く、そのそれぞれで効率的なネットワークも違う
と思われる。「 企業組織（または政府組織）のも
つ官僚的で硬直的な組織を、市場組織の持つ弾力
的で革新的な性格に変えていく動きと、 市場組織
のもつバラバラで利己的な動きを、共通の目標を
もった相互補完的な性格に変えていく動きとに大
別でき 26」るネットワークをさらに詳細に調査し、
どのようなネットワークがどの廃棄物にもっとも
効果的なのか明らかにする必要がある。そうする
ことで循環型社会をさらに発展させることができ
るからである。
また、消費者に、循環型チャネル・ネットワー
クに必要な無償労働を、無理なく行ってもらうた
めには、消費者意識の変化が必要である。無理な
くというのは、消費者が主観的に感じる負担感が
少ないということである。そのためには、環境教
育等をおこなったり、啓発キャンペーンをおこ
なったりするだけでなく、古着の例に見られたよ
うに、エコロジー活動的な発想ではなく、自主的
に循環型チャネル・ネットワークに加わってもら
えるような仕組み作りも検討するべきである。
また、さまざまな廃棄物を排出する消費者と、
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行政の廃棄物回収システムと、民間の廃棄物回収
業者とのネットワークを、IT技術による情報の
共有化を通じてコントロールすることができれ
ば、持続可能な循環型チャネル・ネットワークを
構築することができるはずである。したがって、
IT技術による情報の共有化について、模索する
必要がある。
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